
１　対象者

新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴い、次の理由で住まいを失ってしまう方

◎ 雇用先の住宅（社宅、社員寮など）から退去を余儀なくされた

◎ 住居手当等により居住可能であった住宅から退去を余儀なくされた

◎ その他事情により現に居住している住居から退去を余儀なくされた　など

２　入居の要件

①現在、浜松市にお住まいの方

②単身又は同居しようとする親族がいる方　（親族以外の方との入居は不可）

③入居しようとする方全員が暴力団員でないこと

④過去に市営住宅に入居していた方は家賃等滞納がないこと

３　入居できる期間

原則、入居から３ヶ月（最長１年まで延長可能）

４　提供する住宅　（令和２年４月３０日現在）

◎市営中田島団地（南区） 鉄筋コンクリート造５階建（エレベータなし）

　間取り：３ＤＫ　　家賃：約18,000円／月　　駐車場：2,000円／台月

※別途、光熱水費、共益費、自治会費が必要となります。

５　受付期間

令和２年５月１１日（月）～ 午前９時～午後５時（土日祝除く）

６　申込みの方法

下記窓口で所定の申請書類を提出していただきます（先着順）

７　申込みに必要なもの

・住居を失ったことがわかる書類の写し（解雇通知、退去通知、契約書など）

・入居者全員の身分証明等の写し（免許証、保険証、マイナンバーカードなど）

・印鑑

８　その他

・家賃、駐車場使用料は前納となります。

・入居期間中は団地自治会に加入していただきます。

・自らが破損、汚損したものは退去時に原状回復していただきます。

●申込先・問い合わせ先

浜松市都市整備部住宅課（市役所本館５階）

電話番号　（０５３）４５７－２４５５

次の住まいを確保するまで
一時的に市営住宅を提供します

新型コロナウィルス感染症拡大の影響でお住まいにお困りの方へ
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≪募集団地一覧≫

3DK（6・6・4.5）

3DK（6・6・4.5）

間取り ELV

無

無

無

無

無

行政区 団地名 棟

C17

駐車場

2,000

C27 503 有 18,200 2,000

部屋

406

風呂

有3DK（6・6・4.5）

3DK（6・6・4.5）

308 有 18,500

家賃

17,300

3DK（6・6・4.5）

2,000

南 中田島

C33 305 有 18,700

2,000

C32 502 有 18,700 2,000

C28
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令和２年度 第１回浜松市営住宅管理運営委員会 

市営住宅管理業務の改定について（令和２年度） 

管理グループ 

１ 民法改正（令和２年４月１日施行）に伴う対応 

（１）連帯保証人の極度額設定（法第４５８条の２） 

① 法改正の概要 

・個人の根保証契約を締結した保証人が、将来保証人が想定外の債務を負うことがない

よう、保証人が支払の責任を負う金額の上限となる「極度額」を定めなければ保証契

約は無効となった。 

② 国の動向 

・近年、身寄りのない単身高齢者が増加していることを踏まえ、保証人を確保できない

ために公営住宅へ入居できないといった事態が生じないようにしていくことが必要で

ある。 

・「公営住宅管理標準条例（案）」を改正  保証人に関する規定を削除

③ 市の対応 

・連帯保証人は、これまで家賃滞納の抑止や名義人死亡時の退去手続きの代行など、市

営住宅の運営管理において重要な役割を担っている。 

≪本市の方針≫ 

民法改正以降も引き続き、連帯保証人を求める ⇒ 極度額を設定 

本市の極度額 ＝ 保証契約時月額家賃の１８ヶ月 

    ・法的措置対象判断滞納月数  ６ヶ月 

    ・訴訟～明渡しまでの月数  １２ヶ月  計 １８ヶ月

【参考】他自治体の動向   ※国土交通省調べ（令和元年１２月時点）

都道府県 政令指定都市 県内市町 

連帯保証人を求める ２８（59.6％）※1 ３（15.0％）※2 ３４（97.1％） 

連帯保証人を求めない １９（40.4％）  １７（85.0％）  １（2.9％）※3

計 ４７（100％）  ２０（100％）  ３５（100％） 

  ※1：静岡県含む   ※２：浜松市、静岡市、札幌市   ※３：森町 
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（２）入居者の原状回復義務（法第６０６条） 

① 法改正の概要 

・賃借人は、賃借物を受け取った後に生じた損傷について原状回復義務を負うこととし、

通常損耗や経年変化については原状回復義務を負わないことが明確化された。 

② 市の対応 

・退去時は民法に則った原状回復を入居者へ求める。 

・ただし、畳の表替え、ふすまの張替えは、これまでどおり入居者負担とする。（特約

事項）

（３）その他 

① 敷金の取扱い（法第６２２条の２） 

   これまで）退去時：返還  入居承継時：新規名義人へ引継ぎ 

⇒ 名義人が転出の際、敷金の返還請求があった場合は返還できることとした 

② 法定利率（法第４０４条） 

これまで）不正入居時の損害金算出に係る利率・・・法定利率 年５％を採用 

⇒ ３％  ※ただし変動利率のため、条例では「法定利率」に改正 

２ パートナーシップ宣誓者の市営住宅への入居 

（１）経 緯 

・令和２年４月１日より「浜松市パートナーシップ宣誓制度（別添）」がスタートした

ことに伴い、新たなパートナーの社会生活の場として市営住宅を提供することとした。

（２）市営住宅への入居 

・これまでの市営住宅制度では、親族または内縁関係のみ同居が可能。（同棲、シェア

ハウスはＮＧ）  ⇒ パートナーシップ宣誓者は入居資格に該当しない 

（３）市営住宅条例の改正 

・入居資格に「浜松市パートナーシップ宣誓者」を新たに加え、入居可能とした。（事

実婚相当） 

３ 入居者募集の見直し 

（１）現 状 

・近年、市営住宅への入居率、募集倍率ともに低下している。 

・入居率向上策として、令和元年度から定期募集を３回から４回にするものの効果は見ら

れない。 

（２）常時募集の実施 

・入居機会を更に増やすとともに、より柔軟な入居体制を構築することを目的として、こ

れまでの「随時募集」を、年間通して募集する「常時募集」を導入した。 
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〇これまで 

定期募集 
応募なし 

⇒ 
随時募集 

応募なし 

⇒ 

次期 

定期募集 

１週間  
抽選会後 

約４週間 

随時募集終了

から６週間後

●令和２年４月１日～ 

定期募集 
応募なし 

⇒ 
常時募集 

応募なし

⇒ 

次年度 

常時募集 

１週間  年度末まで 年度末まで

【資料】入居者募集（定期・特別募集）の推移 

年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 

募集回数 3 3 3 3 3 3 4

募集戸数 399 312 341 369 381 345 353

応募数 587 403 305 291 280 214 185

応募倍率 1.47 1.29 0.89 0.79 0.73 0.62 0.52

前年比 △0.52 △0.18 △0.40 △0.11 △0.05 △0.11 △0.10

全国平均 6.6 5.8 4.9 4.4 3.8 － － 

4/1入居率 85.7％ 84.7％ 82.3％ 80.2％ 78.7％ 75.5％ 73.5％

４ 緩和措置

（１）連帯保証人の免除 

国の技術的助言を受け、特に困窮度が高い方を対象とした低家賃住宅（福祉施策住宅、

小集落住宅（改良住宅））については、保証人を確保できないことで入居を拒むことが

ないよう、連帯保証人を免除できることとした。 

これまで 令和２年４月１日～ 

生活保護代理納付者 

ＤＶ被害者 

左 記 

＋ 低家賃住宅の入居者 

【参考】低家賃住宅の入居資格 

ア 入居する世帯全体の前年度の総収入が０円である世帯で、かつ将来に渡って収

入を見込めない世帯 

イ 自動車を所有していない世帯 
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（２）連帯保証人の緩和

これまで全ての公営住宅入居者は連帯保証人として認めていなかったが、浜松市営住

宅入居者以外を認めるよう入居要件を緩和した。 

これまで 令和２年４月１日～ 

●連帯保証人の資格 

県営・市町村営住宅、雇用促進住

宅の入居者又は入居予定でない者 

浜松市営住宅の入居者又は入居予

定でない者

（３）定住促進住宅の入居資格の緩和 

龍山地域内にある定住促進住宅（戸倉団地・下平山団地）の入居率が著しく低下し、

空き家状態が長期化しているため、定住促進住宅の入居資格要件を緩和する。 

これまで 令和２年４月１日～ 

●定住住宅の入居要件 

①市内に在住又は在勤 削 除 

②税等を滞納していない者 ← 

③市営住宅の家賃等を滞納していない者 ← 

④確実な連帯保証人がある者 ← 

⑤暴力団員でないこと ← 
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第１回 浜松市営住宅管理運営委員会 資料 

収納グループ 

令和元年度の住宅使用料等の収納状況について 

これまでの収納状況

平成１９年の浜松市債権管理条例の制定をはじめとした全庁的な債権管理の取り

組みの中で、住宅課も未納解消への取り組みをすすめ、特に平成２４年度以降、連帯

保証人への滞納家賃の催促の強化したことで年々収納率が向上し、令和元年度まで

連続して収納率が向上している。 

【参考】平成 24 年度からの連帯保証人に対する主な滞納整理の内容 

・名義人同様に連帯保証人も支払督促、訴訟などの法的措置の対象とした。 

・滞納者の資力が足りない場合は、すみやかに連帯保証人に連絡し、経済支援や自主

退去指導などの協力依頼をした。 

・平成２７年度から、死亡した連帯保証人の相続人に対する催告を開始した。 

今後の滞納額縮減への取り組み 

・令和元年度は退去した高額滞納者に対し、給与差押え 1 件を執行した。納付に応じ

ない退去滞納者で、財産のあるものについては、条件が整い次第、法的措置により

回収する。 

・指導による自主退去が相次いだため、令和元年度内に明渡し等の訴訟に至った案件

はなかった。しかし、対話に応じない者や、全く約束を守らないような悪質滞納者

に対しては、今後も必要に応じ法的措置を視野に入れた滞納整理を実施する。 

・これまで実施してきた口座振替への切替えを推進するとともに、今年度 4 月に開始

したコンビニエンスストア収納サービスによる納付の機会増加や利便性を活かし、

滞納の縮減を図る。 

【資料】住宅使用料(家賃)の年度別収納率一覧表 （単位：円） 

区分 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度

現

年

度 

調定額 1,248,079,707 1,204,546,515 1,147,635,825 1,098,663,277 1,078,782,912 
収納額 1,237,313,311 1,195,397,637 1,139,435,645 1,092,125,470 1,072,007,589 
収納率 99.14% 99.24% 99.29% 99.40％ 99.37% 

過

年

度 

調定額 119,568,402 99,798,694 76,010,604 55,265,850 43,701,929 
収納額 28,518,904 29,927,226 21,314,831 15,986,088 13,651,333 
収納率 23.85% 29.99% 28.04% 28.93％ 31.24% 

年

度

計 

調定額 1,367,648,109 1,304,345,209 1,223,646,429 1,153,929,127 1,122,484,841 
収納額 1,265,832,215 1,225,324,863 1,160,750,476 1,108,111,558 1,085,658,922 
収納率 92.56% 93.94% 94.86% 96.03% 96.72% 

過年度調定額については、収納による減の他に、不納欠損、調定変更により減額する場合がある。 
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第１回 浜松市営住宅管理運営委員会 資料

                            住まいづくり推進グループ

浜松市家族支えあい環境支援補助金事業について

 近年の少子高齢化、人口減少社会など社会情勢を受け、「若者がチャレンジできるまち」「子育て

世代を全力で応援するまち」として、子育て世代の生活基盤を安定させ、安心して子供を産み・育

てられるまちを目指し、住まいづくりの視点から多世帯が支えあう同居等を促進することにより、

安心感のある子育て環境づくりを進める。 

１ 補助対象者 

・新たに同居または１００ｍ以内の近居を行う小学生以下の子がいる子世帯と親世帯 

・親世帯と子世帯は直近１年間同居等していない 

 ・親世帯または子世帯が市内に１年以上居住 

２ 補助内容 

住宅新築・取得費用（市街化区域内に限る）、増築・改修費用、引越移転費用、解体（住替え前

の住宅または改築のために解体する住宅で昭和５６年以前の住宅に限る）費用の 1/2 以下を補助 

対象事業 引越移転 新築・取得 増築・改修 解体 

補助額（上限） 100千円 400千円 400千円 500千円 

３ 事業期間 

 平成２９年度から令和元年度の３年間 

４ 過年度実績 

Ｈ29年度 実世帯：100世帯
区分 引越移転 新築・取得 増築・改修 解体 合計
補助金額（千円） 3,661 10,800 6,086 3,548 24,095
件数 88 27 16 8 139
1件当たり（千円） 42 400 381 444 174
市外：8世帯 6 1 2 0 9

H30年度 実世帯：106世帯
区分 引越移転 新築・取得 増築・改修 解体 合計
補助金額（千円） 3,666 25,200 5,200 5,486 39,552
件数 79 63 13 12 167
1件当たり（千円） 47 400 400 458 237
市外：1４世帯 11 8 3 0 22

R１年度 実世帯：105世帯
区分 引越移転 新築・取得 増築・改修 解体 合計
補助金額（千円） 2,560 26,400 4,400 6,263 39,623
件数 57 66 11 14 148
1件当たり（千円） 45 400 400 448 268
市外：8世帯 5 6 1 1 13

R1→R2　コロナ禍により事故繰越　解体1件372千円
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５ 平成２９年度、平成３０年度利用者へのアンケート結果 

【事業効果】 

・412 世帯が核家族から同居等の多世帯化が図られた。（H29:200 世帯、H30：212 世帯） 

・申請図面を確認すると申請の子ども数より 

子ども部屋が多い世帯が 43.3％（H29:51.9%、 

H30:39.7%）にあがり、出生率向上に寄与して 

いる。アンケートの結果からも H29:16.9 人、 

H30:19.5人が同居等以前に比べて理想の子ども 

の数が増えている。 

・ 当補助金関連の経済効果額 

対象事業実支出額（千円）
「あと押しになった・ややなった」かつ 

「知ってから同居等を決定」（千円） 

平成 29 年度 １，０５７，７２２ １９７，３７０ 

平成 30 年度 ２，４５１，０８４ ５４９，５８７ 

・ 移住定住の観点からの経済効果額 

 市外からの転入世帯（件） 対象事業実支出額（千円）

平成 29 年度 ８ ８７，８７５ 

平成 30 年度 １３ １９６，６６７ 

・ その他アンケート集計結果抜粋（H29：61/100、H30:80/106） 

養育状況で幼稚園 H29:２増、H30:９増、放課後児童クラブ H29:１減、親世帯で養育 H29:

３増、H30:３増と家庭で子供を見る環境が整った。 

同居等によって新たに共働きになった世帯 

⇒ H29:２世帯/61 世帯、H30：５世帯/79 世帯、 

主婦/主夫が求職するようになった世帯 

⇒ H29:４世帯/61 世帯、H30:５世帯/79 世帯 
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６ Ｒ２年度以降の補助内容見直し 

 住宅の新築・取得、増築・改修、引越移転にかかる費用の 1/2 以下を補助する。 

（１）見直し内容 

・所得制限の設定 ⇒ 子供を養育する世帯の世帯所得７５０万円以下の世帯とする 

・対象を市街化区域内に限定 

・市内の引越に対する補助限度額の減額及び解体に対する補助金の廃止 

・立地適正化計画の促進のため、新築・取得にかかる居住誘導区域外から区域内への移住に対し

補助金を加算 

・市外からの移住（UIJ ターン）の場合、各区分に対し補助金を加算 

（２）補助対象者 

・新たに同居または１００ｍ以内の近居を行う小学生以下の子がいる子世帯と親世帯 

・親世帯と子世帯は直近１年間同居等していない 

（３）補助限度額 

補助限度額 

（各対象経費の 1/2 まで）

引越移転 

費用 

新築・住宅 

取得費用 

増築・改修 

費用 

基本額 ～５万円 ～４０万円 ～４０万円 

【加算】市外からの移転 ～５万円 ～２０万円 ～２０万円 

【加算】居住誘導区域外か

ら区域内への移転 
－ ～３０万円 － 

※市外から居住誘導区域で新築・取得する場合、最大100万円 

（４）事業期間 

 令和２年度から令和３年度の２年間 

（５）令和２年度予算額 

 ４，０００万円 

（６）実績 

R２年度 実世帯：20世帯 Ｒ2.8.1現在
区分 引越移転 新築・取得 増築・改修 合計
補助金額（千円） 660 8,100 1,400 10,160
件数 14 16 3 33
1件当たり（千円） 48 507 467 308
居住誘導区域加算（世帯） 5 5
市外：3世帯 1 1 1 3
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